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１．研究科・専攻の概要・目的 

本研究科は表．１のように博士課程前期(経営学専攻､

会計・経営システム専攻､経済学専攻､国際経済専攻､国際

関係法専攻)の5専攻､博士課程後期（企業システム専攻､

国際開発専攻､グローバル経済専攻､国際経済法専攻）の

4 専攻で構成され､社会科学を総合的に教育研究する大

学院である｡経営学､経済学､法学の各分野について基礎

的・体系的な教育研究を行うとともに､国際的な視野に立

った高度な教育研究を推進してきた｡グローバルな視野

と高度な専門的・実践的能力を有する高度専門実務家お

よび研究者を養成することをその目的としている｡ 
取り組みの主たる専攻である企業システム専攻は､企

業を取り巻く環境変化に機敏に対応可能な新しい方法､

理論､戦略を分析・構築する能力を有する高度専門職業人

および研究者を養成することを目指している｡ 
本研究科は平成7年に国際開発研究科として創設され

たが平成 11 年にはこれを拡充改組し区分制大学院とし

て､国際社会科学研究科が創設された｡現在学生定員､前

期課程 108 名､後期課程 35 名の研究科である｡この研究

科には表.1のように前期課程91名の教員が参加し､後期

課程は 103 名の教員が参加している｡企業システム専攻

に所属する教員は 44 名であり､学生定員は各学年 12 名

である｡学生に対し教員の数が他の研究科と比べても多

い密度の濃い教育体制がとられている｡ 
 
本研究科は本学大学憲章で掲げている｢国際性・実践

性｣の具体化を推進するものである｡経済学・経営学・法

学を中心に系統的な教育システムが整備されている｡従

前より後期課程において3人の教員による集団責任指導

体制､中間報告､予備審査報告などの系統的チェックシス

テム､学際的､自立的研究を促進するワークショプやフィ

ールドワークの単位化などの教育システムを整備してき

た｡前期課程においては指導教員を中心に､モデルコース

を示した履修指導を行ってきた｡その結果平成 8 年から

16年度の8年間に109人の博士号取得者を輩出し､その

うち51人が研究職に就職するという成果をあげてきた｡ 

 
 
 
 
 
 
 
 
国際社会科学研究科 （表．１） （Ｈ１８．５．１） 
< 教 員 数 >【前期】    

経済学専攻 １９名 

国際経済学専攻 １７名 

経営学専攻 ２４名 

会計・経営システム専攻 ２６名 

国際関係法専攻 ５名 

< 教 員 数 >【後期】 

国際開発専攻 ２０名 

グローバル経済専攻 ２８名 

企業システム専攻 ４４名 

国際経済法学専攻 １１名 

< 学 生 数 >【前期】 

経済学専攻 ３２名 

国際経済学専攻 ５０名 

経営学専攻 ７１名 

会計・経営システム専攻 ５０名 

国際関係法専攻 ８６名 

< 学 生 数 >【後期】 

国際開発専攻 ３８名 

グローバル経済専攻 ５３名 

企業システム専攻 ４５名 

国際経済法学専攻 ４２名 

平成１７年度「魅力ある大学院教育」イニシアティブ 採択教育プログラム 事業結果報告書

教育プログラムの名称 ： 実践性・国際性を備えた研究者養成システム 

機    関    名 ： 横浜国立大学 

主たる研究科・専攻等 ： 大学院国際社会科学研究科・経営学専攻、企業システム専攻 

取組実施担当者名 ： 山倉 健嗣 

キ ー ワ ー ド ： 企業経営、会計学、経済政策、国際経済学、国際経済法 
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２．教育プログラムの概要と特色 
本教育プログラムは博士課程前期・後期を通じた一貫

性をもつ教育プログラムである｡このプログラムを通じ

て政策･経営戦略提案能力､問題解決能力を有し現実感覚

に優れ､国際性をもつ若手研究者を育成することを目的

としている。 
教育プログラムの概念図は、図.１のとおりである。博

士課程前期では体系的コースワークを重視し､それを有

効なものとするべく指導教員を中心とする履修指導の重

視､研究分野別の履修プログラムの設定､ＧＰＡ制度導入､

コンプリヘンシブ・エグザムの導入を行う｡新たに導入さ

れるコンプリヘンシブ・エグザム（博士後期進学資格試

験）は後期への進学を希望する院生に対して､後期におい

て研究を行う基礎的能力を身につけているかどうかをチ

ェックする制度である｡ 
博士後期課程では従来からの複数指導教員による指導

体制､博士論文執筆過程における段階的チェック体制に

加えて､国際性・実践性を備えた研究者を養成するための

独創的プログラムとしてリサーチ・プラクティカムを創

設する｡リサーチ・プラクティカムはプロジェクトベース

の院生教育への取り組みであり､英語教育実践を含む研

究インターンシップ演習といえる｡リサーチ・プラクティ

カムは産業界､国際機関と連携し院生と教員とが協力す

る教育の試みである｡産官学共同研究プロジェクト､国際

共同研究プロジェクト､海外フィールド調査プロジェク

トの 3 つのカテゴリーから構成される｡前期のコースワ

ークによって確かな理論的実証的能力を習得した院生が

このリサーチ・プラクティカムを経験することにより､

国際性および現実感覚と政策・経営戦略提案能力を身に

つけることができ､学生の創造性・自立性を磨く｡リサー

チ・プラクティカムに参加した院生は､その貢献に応じて

ＲＡ経費等を支給する｡ 
本事業の中核となる企業システム専攻では､大学院レ

ベルでの社会人再教育や実務重視の大学院拡充に対応す

べく実践性をもった研究者の必要性が増しており､こう

した実践性をもった若手研究者の育成に応えるための教

育プログラムといえる｡そのため学界に閉じて研究を進

めるだけでなく実践性・現実感覚を備えた戦略的人材の

供給に応えるものである｡ 
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履修プロセスの概念図 (図．１) 
 
  
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たな取り組み（●印） 
○平成11年度（本研究科創設）以来の 
取組で確立した系統的指導システム 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

博士論文審査 

予備審査 

３年次12月 
     ３月 博士請求論文提出 

不合格 不
合
格 

合格 
３年次10月 

３年次５月 

２年次７月 

１年次４月 指導委員会（主査１、副査２） 
発足 

合格 

●基礎能力に応じた修了要件の設定 
（優秀者は、リサーチ・プラクティカムによる 
単位の修得が可能） 

第２次中間報告 

第１次中間報告 

研究計画書提出 

コンプリヘンシブ・エグザ

（博士後期課程進学試験）制度の導入 
ム 

修士論文 
 

中間報告 

＋ 

修士論文 
（進学不可） 

コア・カリキュラム 
＋ 

関連科目 

履修科目の決定 

研究手法・分野の決定 

アカデミック・アドバイザー（フィールド・アドバイザー＋指導教員予定者）制度の導入 

合格 不合格 

第２次中間報告（再） 

リサーチ・  
プラクティカム  
 

実践性、国際性  
の訓練  

コースワーク 

● プレ 
リキジット 
制度 

本格的GPAの導入 

体系的コース 
ワークの履習 

修士論文 

中間報告 

３年次に進学 

①前期課程との一貫したシステムの強化 
②①を条件とした独創的プログラムへの展開 

(リサーチ・プラクティカムの導入) 

後 

期 

課 

程 
前 

期 
課 
程 
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３．教育プログラムの実施状況と成果 

(1)教育プログラムの実施状況と成果 

本プログラムでは新たにリサーチ・プラクティカムを

創設した。上記で述べた5件の「産官学共同研究プロ

ジェクト」､6 件の「国際共同研究プロジェクト」､2
件の「海外フィールド調査プロジェクト」､計13のプ

ロジェクトが立ち上げられた｡院生は50名が履修登録

を行い参加教員数は延べ75名であった｡履修登録院生

数は休学者を除く博士課程後期在籍者の3分の1であ

った。予算配布が平成 17 年 12 月となったこと､その

ためプログラムの実質的な開始が平成 18 年 1 月から

となったこと､院生に対する周知期間が十分取れなか

ったことなどを考慮するとほぼ十分な成果が短期的に

は得られたと考えられる。 
初年度となった平成17年度(平成18年第4四半期)

は実施計画やカリキュラムの作成､連携先との打ち合

わせなど､プログラムの準備､体制の整備が中心となっ

たが､これまでの研究体制をそのままプロジェクトと

して立ち上げることが出来たところでは継続性のある

研究が行えた｡ 
平成 18 年度はリサーチ・プラクティカムの本格的

展開が行われた。各プロジェクトごとに中心となるコ

ーディネーターが設けられ、院生の募集が組織的に行

われた。各プロジェクトはプロジェクトごとの自主的

な運営が行われ、国際シンポジウムの開催が実現した

り共同研究が深められるなど､より具体的な成果が得

られた｡たとえば「グローバリゼーション下の経済統合

と社会経済発展」プロジェクトにおいては､ケンブリッ

ジ大学や韓国対外経済政策研究院など海外からの研究

者を招き､国内研究者を含めた国際コンファレンスを

行った｡同国際コンファレンスにおいてはプロジェク

トに参加している院生も発表者となり､内外の研究者

との交流の機会を得ることができた｡また､「地域経済

社会の再生」プロジェクトでは､神奈川県､金沢市､飯田

市といった自治体の政策現場の責任者との交流を通じ

てより実践的な視点から共同研究を行った｡また､「企

業変革プロジェクト」では､神奈川県の地元大手企業で

ある日産自動車㈱や㈱浜銀総合研究所などの協力を得

ることができた｡その結果､これら企業の関係者とのイ

ンタビューなどを通じて､より身近に企業変革のプロ

セスについて研究する機会を得ることが出来た｡海外

フィールド調査の対象である「フィリピンの経済開発

に関するフィールド調査」では､教員の指導のもと院生

が企画段階から関与し､主体的に連携先機関と交流し､

それぞれの研究テーマを掘り下げることができた｡ 
このように､本プログラムにおいては個別プロジェ

クトごとに教員と院生が連携しながら､具体的な課題

について関係者と議論を重ね､研究を深めている｡これ

ら一連の取り組みの中で､院生はそれぞれのテーマに

基づき､リサーチ・プラクティカムを通じて研究成果の

発表や関係者とのネットワークを広げる機会を持ち､

これまで以上に実践的・国際的な場を経験することが

出来たといえる｡産学連携を通じて問題解決力や現実

感覚の開発が図られるとともに、国際共同研究を通じ

てプレゼンテーション能力の開発が行われた。院生は

プロジェクトを通じて先端的実践や研究に触れること

を通じて問題意識を明確にし、新たな視点に気付く場

が創造されるとともに、研究論文の作成や学会発表に

も役に立ったと評価されている。若手研究者にとって

の具体的な研究成果といえるものは論文や学会発表に

なるが、その成果は徐々に実を結びつつある。 
本プログラムでは博士課程前期・後期5年一貫の教

育システムを整備するためのひとつの取り組みとして、

新たにコンプリヘンシブ・エグザムを設定した。これ

は後期への進学を希望する院生に対して、後期での研

究のための基礎的能力を身につけているかどうかをチ

ェックする制度である。平成19年度の入学者のうち、

8名の学生がこの制度による学生である。その内訳は、

企業システム専攻4名、グローバル経済専攻3名、国

際開発専攻1名となっている。 
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(2)社会への情報提供 

本教育プログラムに関してはホームページ上で随時掲

載してきた。プログラムの全体内容についての情報提供

を的確に行うとともに、本プロジェクトの中核的位置を

占めるリサーチ・プラクティカムについて個別プロジェ

クトごとに年度計画・概要を明らかにするとともに開催

されたシンポジウムやセミナーについて周知に努めた。

参加院生と教員間のコミュニケーションの場としてブロ

グを設定している。 
本プログラムのパンフレットを作成し、教員にとどま

らず院生および関係者に積極的に配布を行った。 
活動成果に関しては｢実践性・国際性を備えた研究者養

成システム｣実施報告書を 3 月に発行した。その内容は

魅力ある大学院教育シンポジウムの内容とその成果およ

び、本プロジェクトに関する外部評価結果にもとづく取

り組みの総括である。本プロジェクトの自己評価、外部

評価が報告書を通じて明らかになっている。 
 

４．将来展望と課題 

(1) 今後の課題と改善のための方策 

本プログラムは政策・経営戦略提案能力、問題解決能

力を有し国際的に通用する若手研究者の育成を目指すプ

ログラムである。新たに博士課程後期に導入したリサー

チ・プラクティカムは院生、教員、産業界、国際機関と

が協力する新しい形の教育である。それをより一層展開

していくためには教員と院生・教員間の連携が今まで以

上に望まれる。院生のプラクティカムへの自発的参加を

促進するとともに、異分野の教員間の協力が必要である。

そのために院生の自発的・自主的運営に任せるとともに、

それをサポートする教員等の仕組みを作り上げていくこ

とが望まれる。リサーチ・プラクティカムは意欲ある博

士課程後期大学院生の教育であったが、この取り組みを

博士課程前期院生に拡大することも考えられる。 
博士課程前期・後期5年一貫の教育システムとしてコ

ンプリヘンシブ・エグザムを創設したが、18年度は初年

度であったため十分に趣旨が院生に伝わらなかったよう

に思われる。１9 年度以降、この制度の趣旨を周知させ

ることが必要である。 
(2) 平成１９年度以降の実施計画 

2 年間の成果を踏まえリサーチ・プラクティカムを継

続的に行うこととした。 
現在産官学共同研究プロジェクト5件、国際共同研究プ

ロジェクト6件、海外フィールド調査プロジェクト2件

の、計１３プロジェクトを引き続き実施する計画である。

そのため研究科として資金的支援を行うとともに、学内

の競争的資金への応募を計画している。 
 また 19 年度に設置される企業成長戦略センターとも

連携しながら、プロジェクトの実質化を図っていく。 
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「魅力ある大学院教育」イニシアティブ委員会における事後評価結果 

 

【総合評価】 

□  目的は十分に達成された 

■  目的はほぼ達成された 

□  目的はある程度達成された 

□  目的は十分には達成されていない 

〔実施（達成）状況に関するコメント〕 

「実践性・国際性を備えた研究者を養成する」という教育プログラムの目的に沿って、計画

が概ね実施されており、産業界・国際機関との連携などの面で、我が国の大学院教育の実質化

に波及効果をもたらす成果が見られる。 

教育プログラムの取組のプロセスについても、逐次、ホームページ等によって、学内外に広

く公開されており、大学院教育の実質化のための先導的なモデル事業として教育研究環境の整

備に貢献している。 

今後、この教育プログラムの実施・成果を踏まえた課題等の十分な検証を行い、「リサーチ・

プラクティカム」（プロジェクトベースの研究インターンシップ）についての更なる充実を図

りつつ、自主的・恒常的な展開を推進することにより、国際性・実践性を備えた若手研究者育

成の教育の面で大きな発展が期待される。 

（優れた点） 

・ 教育プログラムにリサーチ・プラクティカムを導入し、研究者として政策的・実践的セン

スを兼ね備えたポリシー・オリエンテッドな人材育成に幅広い国際的・実践的な専門的知

識の学修を図るとともに、リサーチ・プラクティカムを通じて、大学院学生の主体的学修

の促進を図っていこうとする点は評価できる。 

・ 学修をサポートする体制として、体系的な研究指導体制を整え、指導・審査プロセスを確

立し、効果的に機能している点は評価できる。 

（改善を要する点） 

・ 今後の自主的・恒常的な展開に向けて、リサーチ・プラクティカムの更なる充実と国際的・

実践的な学修機会の拡充が望まれる。 

 

 


